












































































































4 － 1 ．横浜市金沢区の特徴
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鶴見区 2 金沢区 9
神奈川区 9 港北区 6
西区 3 緑区 8
中区 15 青葉区 9
南区 0 都筑区 7
港南区 8 戸塚区 5
保土ケ谷区 5 栄区 11
旭区 6 泉区 15
磯子区 4 瀬谷区 4
計 126
鶴見区 3 金沢区 19
神奈川区 3 港北区 12
西区 1 緑区 7
中区 3 青葉区 52
南区 5 都筑区 10
港南区 10 戸塚区 13
保土ケ谷区 7 栄区 9
旭区 10 泉区 3

























6 － 3 ．人口減少・高齢化時代の土地利用コントロール制度の課題






























　金沢区西柴地区は、老年化指数の増加が著しい西柴 2 ～ 4 丁目および柴
町と金沢町の一部にまたがっており、西武グループにより1970年前後より
開発が始まった戸建住宅地である。高低差が大きい斜面上に約1,800以上
の区画におよぶ広範囲に造成されており、地区内に入るには国道から急傾
斜を上らなくてはならず、地区内の傾斜も厳しい。地区の大半から徒歩で
は駅に向かうのは厳しいが、バスも地区の一部を通り抜けるのみであり、
バス停までも距離がある住戸が多い。バスの本数も潤沢とはいいがたい。
　このような状況に対し、本来良好な住環境を保つためにかかっている現
行の建築協定について、変更の議論がなされるようになってきた。現在の
協定では大部分の地区で戸建住宅以外は規制されており、二世帯住宅も建
築できない。しかし子ども世帯が戻ることも想定して建物用途の規制はあ
る程度緩和すべきという意見が一部にあるという。このような状況のもと、
2016年の協定期限到来に伴う新協定への移行の際に見直し作業が進められ
たが、アンケート調査などの結果を踏まえ、この回については緩和せず、
これまでの内容を引き継ぐ形で更新された。一度決まったルールを変更す
るのは大きな議論のエネルギーが必要であることや、現に健康な世代には
まだまだ住環境保全は魅力的な目標であることなど、この決定には様々な
要因が見出せる。基本的には地域の選択として尊重されるべきであろう。
一方、次の更新時、つまり10年後までには高齢化は一層進み、健康を害し
ている住民の割合は段違いとなっていよう。次の議論では対処に間に合わ
ないのではないかという懸念を持つ住民も多く存在するようである。
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7 ．郊外住宅地における課題対応の方向性
　このような郊外住宅地における土地利用コントロール手法と時代・状況
の乖離に対してどのように対応するべきだろうか。大きくは次のような二
つの方向性があると筆者は考える。
　まずは地区計画や建築協定を弾力的かつ緩和的に見直す運用上の対応で
ある。地域に必要とされる用途を許容するように規定を緩和する方向で見
直しをかけることが考えられる。硬直的な地区計画制度についても、住宅
地については定期見直し制を導入するなど、制度自体の変更を図ることは
あり得よう。
　一方、地域のルールはルールとして、そもそも住み替えを促進し、住民
の生活スタイルやニーズの変化に応じて住む場所・環境を変えることで対
応を図るという方向性もある。たとえば高齢期にはより利便性の高い地区
に転居することを支援するなど、人間の側が状況に応じて場を変えるとい
う考え方である。この場合、空き地・空き家が増加するが、これには地域
コミュニティや公共による管理によって対応を図ることになろう。
　敷地・建物所有意識や地区への帰属意識が高い日本において、後者のよ
うな柔軟な住み替えは心理的な障壁が高いところではある。しかし筆者と
しては前者の対応を進めるよりは後者の方向性の方が好ましいと考えてい
る（この点について中西 （2018） を参照されたい）。理由は種々あるが、
基本的に空間の改変・改編は不可逆性が高く、一度エントロピーが増大す
る方向に状況が動くと整序の方向に戻すことは相当に困難なことであるた
め、土地利用規制は原則として緩和すべきではないことがそのひとつとし
て挙げられる。一方、日本人の土地建物へのこだわり傾向は合理的ではな
いとも考えており、これも理由の一つである（学術的な検証は今後の課題
としたい）。ただし、現実にはルールの見直しと居住動向への働きかけ、
両面のアプローチがどちらも必要であろう。
　本稿で述べたような土地利用・建築規制に関する今日的課題の指摘は昨
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今様々なされるようになってきたが、現実の対応はこれからである。しか
し、横浜市におけるこれまでの制度の積極的活用が、今後対応すべき課題
をより大きくしているかもしれないことは留意したい。過去の都市化時代
における制度活用の積極性と同程度以上に、今後の住宅地環境と制度運用
の維持改善にも力を注ぎ続ける必要があると言えよう。
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